事業所内保育施設の可能性 by 野口 暢子 & Nobuko Noguchi
事業所内保育施設の可能性
著者 野口 暢子
雑誌名 長野県短期大学紀要
巻 71
ページ 71-76
発行年 2016-07
URL http://id.nii.ac.jp/1118/00001234/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
71
長野県短期大学紀要　第 71 号　2016 年 【論文】
JournalofNaganoPrefecturalUniversity,No.71,2016
はじめに
　2015 年 4 月 1 日時点の「待機児童」は 2万 3,167
人で、7年連続で 2万人を超えている1。年度途中
に保育所への入所申込みを行う保護者も多く、同年
10 月にはさらに 2万 2,148 人増加したとのことであ
る2。
　保育所の定員総数は、2001 年 4 月には約 183 万
人であったのが3、2014 年 4 月には、約 233 万 6 千
人に増えているが4、保育所を利用する児童も約 4
万 7千人増えており、とくに東京都内の区部や政令
指定都市等の大都市で、待機児童が解消できない状
況が続いている。
　「保活」の厳しさを訴える住民たちの声にこたえ
るべく、2016 年 3 月 22 日から、厚生労働省はホー
ムページで「保育所問題」について、広くパブリッ
クコメントを求めている5。また、政党も競い合って、
「待機児童」解消に向けた政策を打ち出している6。
　認可保育所に入れない「待機児童」が問題化され、
その数を国が公表し始めたのは 1995 年であり、す
でに 20 年以上経過している7。
　2001 年には小泉政権によって「待機児童ゼロ作
戦」が打ち出された。安倍政権も 2013 年より「待
機児童解消加速化プラン」を作成し、2015 年 4 月
から待機児童解消に向けた「子ども・子育て支援新
制度」を始め、2016 年度予算では、0歳～2歳児を
対象とする小規模保育所、そして事業所内保育施設
の整備促進のため8、事業所に「事業所内保育施設
設置・運営等支援助成金」を出す制度が創設されて
いるが9、子どもを保育所にあずけられない保護者
たちは、「事業所内保育施設」の設置を求めるうご
きを起こすのではなく、基礎的自治体に保育設備の
充実を訴える状況が続いている。「事業所内保育施
設」の拡充を求める声は、まだまだ大きくなってお
らず、待機児童解消に向けた効果のある施策となっ
ていないように思う。
　その背景には、「保育は基礎的自治体の仕事」と
いう法律（「児童福祉法」第 24 条）、これまでの
国・都道府県・市区町村間における役割分担意識が
あり、市区町村立として保育園を設置するか、認可
保育園の増設をするのがあたり前であるという住民
の意識が存在する。スウェーデンでは、保育所への
入所希望が出されたら、約 3ケ月以内に保育所に入
れるようにしなければならないという例を挙げ、自
治体に保育所を確保することを義務付けるべきとい
う意見もあるが10、財政難にあえぐ日本の基礎的自
治体にそのような余裕はあるのだろうか。
　「事業所内保育施設」は認可外保育施設に分類さ
れる。厚生労働省の「平成 26 年度　認可外保育施
設の現況取りまとめ」によると11、2015（平成 27）
年 3月現在の事業所内保育所は、4,593ヶ所（その
うち 2,811ヶ所は病院内保育施設）であり、前年の
同時期より 113 施設増加している12。児童数は、
73,792 人（そのうち 55,560 人は病院内保育施設の
児童）である。1998（平成 10）年度には 3,594ヶ所、
約 5万 4千人の児童数であったのと比し、17 年間
で約 1,000ヶ所の事業所内保育所、約 2万人の児童
数の増加がみられるが、増加した事業所内保育所の
うち 500ヶ所以上が病院内保育施設であり、約 2万
人の児童のうち、1万 8千人は病院内保育施設の児
童である13。
　女性が活躍できる企業を目指すのであれば、出
産・育児をしても働き続けられる企業であり、男女
平等が確立されている企業である必要がある。頻繁
に出張や残業、休日や夜間出勤のある職場でも育児
と仕事を両立できる環境づくりが必須である。
　自治体ごとの「待機児童」数だけではなく、事業
所ごとの「保育を必要とする従業員の子ども」の数
の統計を取ることも必要である。
　雇用と子育ては密着した関係にある。また、企業
ごとに働き方、労働時間が異なる現状もある。その
ような中で、基礎的自治体に「保育」について過大
な期待を寄せ、役割を担わせる現在のシステムを変
更すべきである。また、税金を原資とする補助金と
保護者の所得に比例した保育料負担での保育所運営
も、財政難、子育て世代の所得の低下という現実の
中、困難を伴うものであるのは明らかである。
　とくに大都市では、職場と居住している場所が遠
く、子どもを連れて満員電車で通勤することが難し
い場合も多い。そのような場合には居住している地
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域に保育所がある方が都合がよいであろう。しかし
ながら、車での通勤が可能な職場、職住近接が可能
な職業についている人々、早朝保育や夜間保育、休
日保育を求める労働者にとって、保育所がある職場
は非常に魅力的である。事業所内保育施設の整備に
よって、遠距離通勤ではなく、職場の近くでの居住
を選択する従業員も増えるかもしれない。
　本稿では、「保育は基礎的自治体の仕事である」
とされてきたことの問題性と事業所内保育の可能性
について考察したい。
1．待機児童の現状
　待機児童の約 85％は 0～2歳児である。「設置基
準」では、0歳児 3人につき 1人の保育士、1歳・2
歳児 6人に対し、1人の職員が必要であるとされて
いる14。財源不足、保育士不足を解消するには、と
くに 0～2歳の子どもの保育を誰が担うのかという
問題に目を向けなければならない。
　0歳児の保育には一人につき月額 35 万円程度の
費用がかかるが、4歳児は一人あたり月額 8万円程
度である。保育所を新設するには、それとは別に大
きな経費が必要となる。現在、保育にかかる費用の
約 4割は保護者が負担している15。それ以外の費用
は、おもに基礎的自治体の税金で賄われているのが
現状である。0歳児の保育にかかっているお金を
「産休手当」として雇用者経由で保護者に出し、有
給の産休を 1年以上とし、それでも働かなくてはな
らない専門職や自営業者などにのみ 0歳児保育を提
供するという方向への施策の転換が必要ではないだ
ろうか。
　とくに東京 23 区の住宅地で待機児童が増加して
いる。2014 年 4 月 1 日時点での待機児童数は、世
田谷区（1,109 人）、大田区（613 人）、板橋区（515
人）、練馬区（487 人）、足立区（330 人）である。
その他、仙台市（570 人）、広島市（447 人）、札幌
市（323 人）などの政令市も待機児童が多い16。
　世田谷区では、認可保育所を中心として、1,500
人の定員増加を図る予定であったというが、640 人
しか増やせなかったという17。
　また、2014 年 4 月 1 日現在で 288 人の待機児童
を抱える東京都調布市では、財政的な余裕がなく、
認証保育所 1園の増設しかできなかった18。
　2015 年 1 月の保育士の求人倍率は全国平均で
2.18 倍、東京都は 5.13 倍であった。2015 年 1 月に
政府が発表した「保育士確保プラン」では、2017
年度末までに 6.9 万人の保育士確保が必要であると
している19。保育士の資格をとるためには、合格率
1～2割の難しい国家試験に合格することなどが必
要であり、この目標値が達成できる見込みはなさそ
うだ。保育士を専門職とみなし、学校教員との格差
がない給与体系を作り上げること、保育所で働く非
正規労働者の割合を減らすことが急務である。
　1977 年の厚生省令の改正で男性保育者が制度化
されるまで、保育士は女性の仕事であった20。女性
の仕事として制度化されたことが保育士の賃金が低
い大きな理由であろう。
2．保育は基礎的自治体の仕事か
　日本における保育事業は、もともと基礎的自治体
の仕事として始まったわけではなく、さらに基礎的
自治体が常に十分な保育環境を整えることができて
いたわけでもない。
　慈善事業としての保育の始まり、明治・大正期に
村が共同で保育施設、農繁期託児所をつくったこと、
企業の労働力の確保策としての託児所の始まり、そ
して、「ポストの数ほど保育所を！」という 1960 年
代の女性たちの運動21、共同保育所の設立、夜間保
育や障がい児保育を担ってきた人々の力を振り返る
と、保育は基礎的自治体だけの仕事ではないこと、
「認可外」の存在であった施設が保育内容を充実化
する役割を担ってきたことがわかる。
　1900 年の「二葉幼稚園」（1916 年に「二葉保育
園」と改称）の誕生は、日本における最初の保育園
の創立としてよく知られている22。
　基礎的自治体が公立保育園を設置するようになっ
たのは 1919 年から 1921 年にかけての大阪市営の鶴
町第一託児所と桜町託児所、鶴町第二託児所と大阪
市立乳児院、同時期の和歌山市の第一幼児預所、第
二幼児預所、京都市の三条託児所、養正託児所、崇
仁託児所、名古屋市保育園、東京市江東橋託児場、
横浜市富士見町託児所の設立からである23。
　それ以前、大阪市で 1913 年に半官半民の財団法
人弘済会が九条保育所など 4ヶ所の保育所をつくっ
たのをはじめとして、1919 年に 9ヶ所の保育所がつ
くられている24。1921 年の「大阪市託児所規程」で
は、満 2歳から小学入学前までの幼児を対象として、
朝 8時から夕方 4時まで（6月から 9月は朝 7時か
ら夕方 5時まで）の保育を行うこととしていた25。
　東京市が 1921 年に初めての保育園（江東橋託児
場）を設立するきっかけとなったのは、東京市議会
における議員有志の決議「公設市場、公設貸家、簡
易食堂、児童受託所其他都市社会政策急施二関スル
建議」を受けて社会局が設置され、「東京市特別税
特別消費税条例」によって公的な社会事業が行われ
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るようになったことに始まる26。江東橋託児場は、
定員 150 名で、6ヶ月以上の乳児から就学前の子ど
もまでを預かる保育施設であった27。
　「東京市託児保育規程」も作成されたが、1923 年
の東京大震災によって、東京市立の 2つの託児所は
焼失し28、翌年、再建され、同年には、月島、玉姫
町、龍泉寺の 3つの託児所が新たに開設され、1926
年までに計 13 ケ所の託児所が設立されている。
　長野ではこれらに先立ち、1894 年に後町子守教
育所、城山子守教育所、1911 年に後町小学校内に
長野幼児保育所が設立されている29。
　長野県は 1921 年に社会課を置き、1924 年に「児
童保護」事業を行政の中に位置づけ、自治体や公共
団体、篤志家の民間人による常設保育所の設置奨励、
寺院などに対する保育所の設置を推奨した30。長野
県内最初の常設保育所は、1922 年に創立された丸
子町依田社託児所である31。この保育所は、女子工
員の乳幼児保護を目的とする「企業内託児所」であ
り、1925 年には、20 名の乳児・幼児を預かってい
た32。その後、1925 年に創設された下諏訪幼児保育
院は、3歳から学齢までの 66 名の幼児を受け入れ
ている。篤志家の寄付を得て開設された保育施設で
あったが、町からの補助金 300 円、県からの補助金
150 円、保育料 119 円の計 569 円が収入であり、町
や県からの補助金が占める割合が非常に大きかっ
た33。同時期に、岡谷乳児の楽園、上田明照会によ
る甘露園、松本児童保護会による愛児園も開設され
ている34。
　昭和初期にも長野県内各地で常設保育所が開設さ
れたが、その多くが個人や有志の団体、寺院などに
より設立され、県や市町村による補助を受けていた
保育所であり、市町村による公立保育所は開設され
ていない35。
　1947 年に成立した「児童福祉法」、1948 年の「児
童福祉施設最低基準」に基づき、戦後日本の保育所
は児童福祉施設として位置づけられ36、保育施設設
立の認可を行うのも、入園許可を出すのも基礎的自
治体の仕事になった。現在も保育に関しては、基礎
的自治体が大きな役割を果たしている。しかしなが
ら、慢性的な財政難が続き、基礎的自治体の多くは
職員定数や給与の削減、公共施設の見直しなど、行
政改革を進め続けている。そのような中で、「待機
児童」解消のために保育所の新設や増築に税金を投
入しつづけることができるのであろうか。基礎的自
治体に保育所定員の増員を求め、待機児童数の減少
率を競争させつづけていることが、良質な保育を求
める保護者の希望に沿った保育を提供できない状況、
その他の政策を後回しにするという問題も生んでい
るのではないだろうか。
　保育士の待遇改善問題がクローズアップされてい
ることも、自治体の財政難と無関係ではない。保育
士不足による定員割れが各地で起きているが、認可
保育園で働く保育士は労働に見合った給与を得られ
ていない。さらに近年、自治体の仕事の中でもとく
に非正規労働者の割合が急速に高まったのが保育士
である。
　例えば、2015 年 4 月の時点で待機児童数が全国
の市町村で 2番目に多かった千葉県船橋市では、
228 人いた臨時職員の保育士が 178 人しか集まらず、
これが原因で子どもの受け入れを制限せざるを得ず、
288 人の待機児童が生み出された37。
　かつて、共同保育所を設置する運動が全国で展開
された時代がある38。例えば、滋賀県蒲生郡日野町
のわらべ保育所は、当時、町内に 3つしかなかった
町立保育園で 3歳児未満保育が廃止されたこと、障
がいのある子どもは入園できなかったことなどの問
題を解決しようと、町内の保育園でＰＴＡ活動を行
っていた保護者たちが使われなくなっていた善光寺
という廃寺を改築し、創設された保育園である。現
在は社会福祉法人化され、認可保育園となっている
同園は、「のびのび保育」の実践園として、注目を
集める人気のある保育園となっている。2014 年 4
月には第 2園が開園した。日野町は不便な場所にあ
る基礎的自治体であるが、人口は減少していない。
　1971 年に開設された小樽市の「共同保育所ぽっ
ぽの家」も 0歳児から就学前の子どもまでが通う保
育所で、無農薬の食材を使う手作りの完全給食、午
後 6時半までの保育、一時預かり保育などの先進的
な取り組みで知られている39。
　1981 年 10 月に誕生した滋賀県長浜市の長浜ひよ
こ共同保育所も子どもをあずけて働きたいと願う産
休明けの保護者たちの要望を受け誕生した。2000
年秋には新しい園舎ができ、法人化され、0歳児か
ら 3歳児までの 45 人が通園できるようになった40。
　全国で一番待機児童が多い世田谷区では、1998
年 7 月に「大きな木保育園」が開園した。この保育
園も、園長らのスタッフと共働きの保護者たちがつ
くった 0歳から 5歳児までが通う小規模な共同保育
所である。保育料は園児一人当たり月 5万円とのこ
とであるが、どんなに切りつめても、月に 35 万円
ほどの赤字が出てしまうようだ 41。基礎的自治体に
頼らず、自分たちの理想の保育を求めて共同保育所
を設立し、ともに子育てをする動きは、今後、再び
大きな動きとなっていくように思う。
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　愛知県では第 2次ベビーブームの頃の「待機児
童」対策として、政令指定都市・中核市を除く市町
村にある無認可保育所に対し、1973 年から児童一
人あたりの費用の半額を県が負担する仕組みを設け
ていた。しかしながら、愛知県は 2002 年度より
「認可保育所」への移行を促し、無認可保育所への
補助金を廃止するように政策を転換したが、愛知県
内の多くの市町村は県からの補助金が廃止されても、
補助金を支給し続けている42。
　保育所を基礎的自治体自身が設置するのではなく、
このような無認可保育所への補助金助成を行う仕組
みを充実することで「待機児童」の解消をはかる方
が、保護者にとっても、子どもにとっても幸せであ
る。無認可保育所に対して、自治体が「補助金を出
し、保育内容についてのチェックも行う」ことがで
きれば、事故の防止、保育の質の確保にもつながる。
　そこで、注目されるのは、「企業」や「事業所」
が従業員のために会社の理念に沿った子育て施設を
整備することと、保護者たちの集まりによる「共同
保育所」のような保育園づくりの実践であるように
思う。
3．事業所内保育施設
　1894 年に東京深川の東京紡績株式会社に託児施
設ができている43。また、1902 年には、東京の鐘ヶ
淵紡績株式会社にも乳児託児所が設立されている44。
　1990 年代以降では、（株）資生堂のカンガルーム
汐留などが保育園の存在が企業の魅力を高めている
ことで有名な例である。
　その他、女性のベテラン社員の退職を回避するた
め、富山県にあるオーアイ工業株式会社が 1993 年
に設置した託児所や静岡ガスが主体となって設置し、
静岡ガス・静岡銀行・静岡鉄道の 3社が共同で運営
している 2010 年に開設された「森のほいくえん」
なども注目されている。
　滋賀県近江八幡市に本社をおく（株）たねやは、
約 900 名の従業員を有する菓子の製造・販売を行っ
ている会社である。滋賀県愛知郡愛荘町にある工場
に隣接されている「おにぎり保育園」は、2004 年
に設立された。「おにぎり」という名前は、おやつ
に「おにぎり」を出すところから名づけられたとい
うことである。園舎や園庭にも工夫が凝らされ、り
んごなどの果実が植えられている。オープンキッチ
ンで給食が作られるようすを園児たちが見ることが
できるようになっていたり、畑での実習なども行わ
れたり、食育にも力を入れている45。
　以上のように企業内保育園の存在が企業の魅力を
高め、労働者が働きやすい職場の提供につながって
いる例は増えつつある。
　いずれも認可外保育所であり、設置や運営にかか
る補助金を利用しても、経営が楽なわけではない。
しかし、人材確保策として、社員の福利厚生として、
未就学児を育てる社員のために、企業の労働者たち
が自分たちの子どもの保育のための施設を企業の方
針に沿って、設置・運営できること、自分たちの働
き方に応じた保育を受けられる場所、また、働き方
を保育所の運営に応じて変えられることが大切であ
る。スキルアップしても賃金の上昇が難しい現在の
システムではなく、企業独自の保育士の賃金体系を
設け、「質の高い保育」の提供を目指すことも可能
であろう。
　シリコンバレーにある大手ＩＴ企業には 4つの保
育所があり、もっとも規模の大きい企業内保育所に
は、約 200 人の子どもが通っているという46。保育
所のスタッフは厳しい選考を受けた大学院卒の人材
で、保護者も積極的に保育所の活動に参加し、保護
者と保育者が連携して子どもを育てようとする意識
が強いとのことである47。
　保育士の給与が低いことは日本だけの問題ではな
く、ドイツでは保育所（Kita）の職員たちが給与ア
ップを求めて、長期間のストライキを行い、給与を
上げることに成功している。ドイツの保育所は日本
の保育士のように大学や短期大学、専門学校などで
専門的な保育に関する教育を受けたり、保育士資格
試験に合格したりしている専門家は少なく、実業学
校を卒業しただけの職員が多い。それでも、労働に
あう給与が得られていないと不満を持った労働者た
ちが大きな運動を展開したのである。事業所内保育
園であれば、同じ会社で働く専門職としての保育士
の給与の確保、スキルの高い保育士確保のための給
与体系を作り上げることも可能であろう。事業所内
保育施設には大きな可能性があるように思う。
4．夜間保育の必要性
　「昼間保育」とは、おおむね 7時から 18 時を基本
時間とする保育であり、「夜間保育」とは、おおむ
ね 11 時から 22 時を基本時間とし、その前後に延長
保育も行う認可保育園での保育のことである48。
　1975 年頃から働き方は多様化し、保育の需要が
拡大し、夜間に働く保護者も増える中、法的な規制
も、許可も、認可も必要がない「ベビーホテル」が
でき、劣悪な環境が社会問題となったり、死亡事故
が起きたりするようになった49。
　1981 年 7 月に「ベビーホテル問題」を受けた厚
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生省の通知「夜間保育の実施について」（児発第
635 号）により、8園からモデル事業として始まっ
た「夜間保育」制度であるが50、保護者の就労形態
が多様化する中、その需要は増加している。しかし、
2014 年現在、日本における認可夜間保育園の数は
未だに 80 ケ所のみであり51、平均定員は 38 名で、
1日平均 16 時間 30 分開園しているのが現状であ
る52。夜間保育所の数は、認可保育所の約 0.3％でし
かない。
　東京都新宿区にあるエイビイシイ保育園は、1983
年に無認可保育園として開設され、その後、1991
年に新宿区の補助金を受けられる夜間保育室として
認められ、2001 年には、東京都内で初めての 23 時
間の社会福祉法人杉の子会エイビイシイ保育園とな
り、2002 年からは 24 時間保育がおこなえるように
なった53。
　労働者がどのような働き方をしているかは、雇い
主である事業者がもっともよく理解しているはずで
ある。24 時間労働をする必要性があり、医師や看
護師の夜間勤務が必須である病院には、小児科病棟
に入院している子どもの保育の必要性もあり、早い
時期から事業所内保育所が設置されている54。病院
以外でも深夜労働が増加する中、事業所内保育所の
設置により、「夜間保育」が不足しているという問
題も解消されるであろう。
まとめ
　子どもの権利として、どの年齢で、どのような保
育が必要であるのか。そもそも保育所はなぜできた
のか。多様な働き方、多様な家族のかたち、多様な
子どもたちが存在する中、保育所のあり方にもます
ます多様性が必要となってきている。「一律」の基
準、基礎的自治体の役割、それらから漏れるものへ
の扱い。現在、保育が抱える問題が自治体間の「待
機児童数」の現状を競争させるような政策で解決で
きるわけはない。労働政策の変更が必要である。
　東京都の場合、0歳児の保育には月額約 40 万円
かかるが、保護者が支払っている保育料は、平均す
ると約 2～3万円ほどである55。国の基準では、年
収 1,130 万円以上の世帯には、月額約 10 万円の保
育料を課すことになっているが56、高所得者層の保
育料を独自に軽減している自治体も存在する57。
　一時預かりや夜間保育を行うベビーホテルの数は、
1990 年代になって倍増した58。厚生労働省が人員数
や面積などの指導基準を定めたり、自治体による立
ち入り調査が行われたりしているが、劣悪な環境の
施設もなくならない59。
　事業所内保育所の整備、子どもが 1歳になるまで
は有給の産休・育休が取得できる制度の整備、3歳
以上の幼児の保育所から幼稚園への移動の奨励と幼
稚園の開園時間の見直し。このような政策で「待機
児童」の解消や「夜間・休日保育」の充実がはかれ
るのではないだろうか。
　厚生労働省の調べによると、保育所に入れない
「待機児童」は約 2万 3千人、特別養護老人ホーム
に入れない「待機老人」は約 52 万人いるとのこと
である60。そこで、保育施設と介護施設の両方のサ
ービスを同じ施設で提供する「多機能型」の福祉施
設（「共生型福祉施設」）の普及を促す新指針が出さ
れ、2016 年 4 月からその運用が開始されている61。
　基礎的自治体が直面しているコストのかかる福祉
問題は、「待機児童」問題だけではない。保育に関
する重い責任を基礎的自治体に課している現状から
の脱却が必要である。
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